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Ⅰ 始めに

１ 地方公会計の整備について

地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、予算の適正・確実

な執行を図るという観点から、確実性、客観性に優れた単式簿記による現金主義会計を

採用しています。

一方で、財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図る観点から、単式簿記による

現金主義会計では把握できないストック情報（資産・負債）や見えにくいコスト情報（減価

償却費等現金の動きが伴わないコストを含む）を捉えることも重要です。

地方公会計制度に基づく財務書類は、複式簿記による発生主義を取り入れることによ

り、官庁会計における「歳入歳出決算書」を補完する役割を果たすものです。

１ 目的

① 説明責任の履行
住民や議会、外部に対する財務書類のわかりやすい開示
② 財政の効率化・適正化
財政運営や政策形成を行う上での基礎資料として、資産・債務管理や予算編成、
政策評価等に有効に活用

２ 具体的内容（財務書類の整備）

３ 財務書類整備の効果

① 発生主義による正確な行政コストの把握

見えにくいコスト（減価償却費、退職手当引当金など各種引当金）の明示

② 資産・負債（ストック）の総体の一覧的把握

資産形成に関する情報（資産・負債のストック情報）の明示

総務省資料より

現金主義会計

◎現行の予算・決算制度は、

現金収支を議会の民主的統

制下に置くことで、予算の適

正・確実な執行を図るという観

点から現金主義会計を採用

発生主義会計

◎発生主義により、ストック情報・フロー情報を総

体的・一覧的に把握することにより、現金主義会

計を補完
<財務書類>

地方公会計
・貸借対照表

・行政コスト計算書

・純資産変動計算書

・資金収支計算書

企業会計
・貸借対照表

・損益計算書

・株式資本等変動計算書

・キャッシュフロー計算書

補

完

地方公会計の意義
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２ 本市の取組

平成 18年６月に成立した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に

関する法律（平成18年法律第47号）」を契機に総務省から地方公会計制度の指針が示

され、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」

の財務書類（４表）の作成が求められました。

この指針で総務省から「総務省方式改訂モデル」と「基準モデル」の２つの方式が示さ

れ、本市では平成 20年度決算から「総務省方式改訂モデル」により財務書類を作成・公

表してきました。

しかし、財務書類の作成は複数の基準（「総務省方式改訂モデル」、「基準モデル」、

「東京モデル」など）があることで市町村間を比較することが難しいなどの課題もあったこ

とから、平成 26 年度に総務省は全国の地方公共団体に対し、「統一的な基準」に基づく

財務書類を平成 29 年度（平成 28 年度決算）までに作成するよう要請しました。

本市においても平成 28 年度決算から「統一的な基準」に基づく財務書類を作成して

おります。
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３ 統一的な基準による財務書類の特徴

（１）発生主義・複式簿記の採用

発生主義会計を採用し、伝票単位で複式仕訳を行っています。

◆発生主義を採用することで現金支出を伴わないコスト（減価償却費等）を把握

することができます。

◆複式仕訳を行うことで資産等のストック情報が見える化されます。

（２）固定資産台帳の整備

固定資産台帳の整備が必須とされています。

◆固定資産台帳は、市が保有する固定資産をその取得から除売却処分に至るまで、

その経緯を個々の資産ごとに管理するための帳簿で、財務書類作成の基礎となる

補助簿の役割を果たすとともに、所有するすべての固定資産（道路、公園、学校、

公民館等）について、金額情報や減価償却情報、耐用年数等を記載するものです。

（３）比較可能性の確保

全ての地方公共団体が「統一的な基準」により財務書類を整備しています。

◆市町村間での比較可能性が確保されます。

平成27年度決算以前 平成28年度決算以降

総務省方式改訂モデルでは決算
統計データを活用して簡便的仕訳
で財務書類を作成

執行データに基づく日々仕訳又
は期末一括仕訳で財務書類を作
成
（発生主義・複式簿記の導入によ
り決算統計データの活用から脱
却）

総務省方式改訂モデルでは固定
資産台帳の整備が必ずしも前提と
されていない

固定資産台帳の整備を前提とす
ることで公共施設等のマネジメント
にも活用

総務省方式改訂モデルや基準モ
デル、その他の方式といった複数
の方式が混在

統一的な基準による財務書類等
によって団体間での比較可能性を
確保

統

一

的

な

基

準

固定資産

台帳の整

備が必須

比較可能性

の確保

発生主義・

複式簿記の

導入
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４ 財務書類の作成基準

（１）作成基準日

令和３年度で、令和４年３月 31 日を作成基準日としています。なお、出納整理期間（令和４

年４月１日から５月31日まで）における入出金については、基準日までに終了したものとして処

理しています。

（２）対象とする会計及び団体

財務書類は、一般会計及び特別会計からなる「一般会計等財務書類」、特別会計及び

公営企業会計を含めた「全体財務書類」、さらに出資団体等を含めた「連結財務書類」

の３種類があります。

一部事務組合
広域連合

外郭団体

普通会計 特別会計 ◇岡崎市額田郡模範造林組合 ◇岡崎市土地開発公社

◇一般会計 ◇阿知和地区工業団地造成事 ◇愛知県後期高齢者医療広域

連合

◇(株)岡崎情報開発センター

◇継続契約集合支払特別会計

◇国民健康保険事業特別会計

◇(社福)岡崎市福祉事業団

◇額田北部診療所特別会計

◇後期高齢者医療特別会計

◇(社福)岡崎市社会福祉協議会

◇こども発達医療センター特別
会計 ◇介護保険特別会計

◇(公財)岡崎幸田勤労者共済会公営企業会計

◇(公財)岡崎市スポーツ協会◇病院事業会計

◇(公財)岡崎市学校給食協会◇水道事業会計

◇下水道事業会計

一般会計等財務書類

岡 崎 市

全体財務書類

連結財務書類

◇岡崎駅東土地区画整理事業

事業特別会計
◇母子父子寡婦福祉資金貸付

清算金特別会計

◇農業集落排水事業特別会計

業特別会計

◇(株)岡崎さくら電力

◇(株)もりまち
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①貸借対照表 令和4年3月31日現在

資 産（本市が保有している財産） 負 債（将来の世代の負担となるもの）

１ 固定資産 １ 固定負債

有形固定資産 地方債

無形固定資産 長期未払金

投資その他の資産 退職手当引当金

損失補償等引当金

その他

２ 流動資産 ２ 流動負債

現金預金 １年内償還予定地方債

未収金 未払金

短期貸付金 前受金

基金 賞与等引当金

その他 預り金

徴収不能引当金 その他

負 債 合 計

純資産（これまでの世代が負担したもの）

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負債及び純資産合計

※記載金額は表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります（以降の表も同様です。）。

②行政コスト計算書 令和3年4月1日～令和4年3月31日

a. 経 常 費 用

・業務費用

１ 人件費 職員給与や賞与等・退職手当引当金繰入など

２ 物件費等 物件費、維持補修費、減価償却費など

３ その他の業務費用

・移転費用 市民への補助金や児童福祉・生活保護などの社会保障給付

b. 経 常 収 益

使用料・手数料等

c. 純経常行政コスト（a.経常費用－b.経常収益）

d.臨時損失

e.臨時利益

純行政コスト（c.純経常行政コスト＋d.臨時損失－e.臨時利益）

５,１６０

年度末現在における財産（資産）と、その財産を形成するために要した財源（負債・純資産）などの残高
（ストック）を表しています。左側に資産、右側に負債と純資産を記載しています。

１年間の資産形成につながらない経常的な行政サービスの費用と、行政サービスの直接的な対価である
使用料・手数料などの収益を表しています。純経常行政コストは市税などで賄われます。

５

４１１

２４６

Ⅱ 令和3年度決算状況

１ 地方公会計制度による財務書類（一般会計等）

財務書類（一般会計等）の対象範囲は、一般会計に特別会計（5会計）を加えたものです。
貸借対照表は年度末の残高（ストック）を、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書は１年

間の資産や資金の動き（フロー）を表しています。

５,５７６ 億円 億円

億円

１０７

５

０

１３４

０

億円

５,８２２

億円

億円

７０２

億円

２０

△０

３４

１４０

０

億円

億円

億円

億円

億円

３

２

億円

７２

３

０

１２

８１２

億円

億円

億円

億円

億円

１１０

５２５

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

５,０１０ 億円

５,８２２

１,２８８

６８２

２３３

４３７

１３

６０５

６１

６１

１,２２７

１

２

１,２２６

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円
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③純資産変動計算書 ④資金収支計算書
令和3年4月1日～令和4年3月31日 令和3年4月1日～令和4年3月31日

a. 前年度末純資産残高 a. 業務活動収支

b.純行政コスト（△） ・人件費、物件費等支出など

c.財源 ・税収等収入、国県等補助金収入など

税収等 業務支出

国県等補助金 業務収入

d. 本年度差額（b+c） 臨時支出

e.資産評価差額 臨時収入

f. 無償所管換等 ｂ. 投資活動収支

g.その他 ・公共施設等整備費支出、基金積立金支出など

h.本年度純資産変動額（d+e+f+g） ・国県等補助金収入、基金取崩収入など

本年度末純資産残高（a+h） 投資活動支出

投資活動収入

ｃ. 財務活動収支

・地方債償還支出など

・地方債発行収入

財務活動支出

財務活動収入

d.本年度資金収支(a+b+c)

e.前年度末資金残高

f. 本年度末資金残高(d+e)

g.前年度末歳計外現金残高

h.本年度歳計外現金増減額

i. 本年度末歳計外現金残高(g+h)

本年度末現金預金残高(f+i)

貸借対照表の純資産が１年間でどのように増
減したかを表しています。純資産の増減は、将
来の行政サービスに対する蓄えの増減を意味し
ます。

１年間の現金の動きを表しています。その収支
を業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支
に区分することで、どのような要因で現金が増減
したかが分かります。

４,８８７

△１,２２６

１,２７５

８５３

４２２

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

４９

-

７４

-

１２３

億円５,０１０

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

１７３

１,１３２

１,３０６

１

-

△１２７

２３８

１１１

２１

△１

２０

１０７

△３２

７２

４０

１４

７３

８７
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①貸借対照表 令和4年3月31日現在

資 産（本市が保有している財産） 負 債（将来の世代の負担となるもの）

１ 固定資産 １ 固定負債

有形固定資産 地方債等

無形固定資産 長期未払金

投資その他の資産 退職手当引当金

損失補償等引当金

その他

２ 流動資産 ２ 流動負債

現金預金 １年内償還予定地方債等

未収金 未払金

短期貸付金 前受金

基金 賞与等引当金

棚卸資産 預り金

その他 その他

徴収不能引当金

負 債 合 計

純資産（これまでの世代が負担したもの）

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負債及び純資産合計

②行政コスト計算書 令和3年4月1日～令和4年3月31日

a. 経 常 費 用

・業務費用

１ 人件費 職員給与や賞与等・退職手当引当金繰入など

２ 物件費等 物件費、維持補修費、減価償却費など

３ その他の業務費用

・移転費用 市民への補助金や児童福祉・生活保護などの社会保障給付

b. 経 常 収 益

使用料・手数料等

c. 純経常行政コスト（a.経常費用－b.経常収益）

d.臨時損失

e.臨時利益

純行政コスト（c.純経常行政コスト＋d.臨時損失－e.臨時利益）

年度末現在における財産（資産）と、その財産を形成するために要した財源（負債・純資産）などの残高
（ストック）を表しています。左側に資産、右側に負債と純資産を記載しています。

１年間の資産形成につながらない経常的な行政サービスの費用と、行政サービスの直接的な対価である
使用料・手数料などの収益を表しています。純経常行政コストは市税などで賄われます。

億円

６６

２ 地方公会計制度による財務書類（全体）

財務書類（全体）の対象範囲は、財務書類（一般会計等）に特別会計（5会計）及び公営企業会計（3会計）を加
えたものです。

７,８８２ 億円 ２,３８５ 億円

７,５８５

億円

１,４２１ 億円

３４億円

２３１

億円

１９２ 億円

０ 億円

７３９ 億円

６３５ 億円

４２５ 億円

３０ 億円

０ 億円

１４０ 億円

３１ 億円

１１ 億円

８,５１７ 億円

△２ 億円

２６９ 億円

１５０ 億円

７０ 億円

０ 億円

２０ 億円

２０ 億円

７ 億円

２,６５４ 億円

５,８６３ 億円

８,５１７ 億円

２,１６８ 億円

１,０８９ 億円

３６８ 億円

６７８ 億円

４４ 億円

１,０７９ 億円

３８０ 億円

３８０ 億円

１,７８８ 億円

１２ 億円

２９ 億円

１,７７１ 億円
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③純資産変動計算書 ④資金収支計算書
令和3年4月1日～令和4年3月31日 令和3年4月1日～令和4年3月31日

a. 前年度末純資産残高 a. 業務活動収支

b.純行政コスト（△） ・人件費、物件費等支出など

c.財源 ・税収等収入、国県等補助金収入など

税収等 業務支出

国県等補助金 業務収入

d. 本年度差額（b+c） 臨時支出

e.資産評価差額 臨時収入

f. 無償所管換等 ｂ. 投資活動収支

g.その他 ・公共施設等整備費支出、基金積立金支出など

h.本年度純資産変動額（d+e+f+g） ・国県等補助金収入、基金取崩収入など

本年度末純資産残高（a+h) 投資活動支出

投資活動収入

ｃ. 財務活動収支

・地方債等償還支出など

・地方債等発行収入

財務活動支出

財務活動収入

d.本年度資金収支(a+b+c)

e.前年度末資金残高

f. 本年度末資金残高(d+e)

g.前年度末歳計外現金残高

h.本年度歳計外現金増減額

i. 本年度末歳計外現金残高(g+h)

本年度末現金預金残高(f+i)

貸借対照表の純資産が１年間でどのように増
減したかを表しています。純資産の増減は、将
来の行政サービスに対する蓄えの増減を意味し
ます。

１年間の現金の動きを表しています。その収支
を業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支
に区分することで、どのような要因で現金が増減
したかが分かります。

５,６８１ 億円

△１,７７１ 億円

２８９ 億円

１,８６９ 億円

１,１０２ 億円

７６６ 億円

９７ 億円

- 億円

８４ 億円

- 億円

１８２ 億円

５,８６３ 億円

１,９３３ 億円

２,２０１ 億円

５ 億円

２６ 億円

△１８７ 億円

３３３ 億円

１４６ 億円

△４５ 億円

１４０ 億円

９５ 億円

５６ 億円

３４８ 億円

２０ 億円

４２５ 億円

４０４ 億円

２１ 億円

△１ 億円
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①貸借対照表 令和4年3月31日現在

資 産（本市が保有している財産） 負 債（将来の世代の負担となるもの）

１ 固定資産 １ 固定負債

有形固定資産 地方債等

無形固定資産 長期未払金

投資その他の資産 退職手当引当金

損失補償等引当金

その他

２ 流動資産 ２ 流動負債

現金預金 １年内償還予定地方債等

未収金 未払金

短期貸付金 未払費用

基金 前受金

棚卸資産 賞与等引当金

その他 預り金

徴収不能引当金 その他

負 債 合 計

純資産（これまでの世代が負担したもの）

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負債及び純資産合計

②行政コスト計算書 令和3年4月1日～令和4年3月31日

a. 経 常 費 用

・業務費用

１ 人件費 職員給与や賞与等・退職手当引当金繰入など

２ 物件費等 物件費、維持補修費、減価償却費など

３ その他の業務費用

・移転費用 市民への補助金や児童福祉・生活保護などの社会保障給付

b. 経 常 収 益

使用料・手数料等

c. 純経常行政コスト（a.経常費用－b.経常収益）

d.臨時損失

e.臨時利益

純行政コスト（c.純経常行政コスト＋d.臨時損失－e.臨時利益）

３ 地方公会計制度による財務書類（連結）

財務書類（連結）の対象範囲は、財務書類（全体）に一部事務組合等（2組合等）及び出資団体等（9団体等）を
加えたものです。

７,９２９ 億円

年度末現在における財産（資産）と、その財産を形成するために要した財源（負債・純資産）などの残高
（ストック）を表しています。左側に資産、右側に負債と純資産を記載しています。

２,３９２ 億円

億円

６６ 億円

２５２ 億円

７,６１１

６８８ 億円

４６９ 億円

３３ 億円

０ 億円

１４０ 億円

３１ 億円

１６ 億円

８,６１６ 億円

△２ 億円

１,４２１ 億円

３４ 億円

１９８ 億円

０ 億円

７３９ 億円

２９７ 億円

１６８ 億円

７８ 億円

０ 億円

０ 億円

２２ 億円

２１ 億円

７ 億円

２,６８９ 億円

５,９２８ 億円

８,６１６ 億円

２,５５１ 億円

１年間の資産形成につながらない経常的な行政サービスの費用と、行政サービスの直接的な対価である
使用料・手数料などの収益を表しています。純経常行政コストは市税などで賄われます。

１,１５６ 億円

３９２ 億円

７０６ 億円

５８ 億円

１,３９５ 億円

４２５ 億円

４２５ 億円

２,１２６ 億円

１２ 億円

２９ 億円

２,１０９ 億円
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③純資産変動計算書 ④資金収支計算書
令和3年4月1日～令和4年3月31日 令和3年4月1日～令和4年3月31日

a. 前年度末純資産残高 a.本年度資金収支

b.純行政コスト（△） b.前年度末資金残高

c.財源 c.比例連結割合変更に伴う差額

税収等 d.本年度末資金残高（a+b+c）

国県等補助金

d. 本年度差額（b+c） e. 前年度末歳計外現金残高

e.資産評価差額 f. 本年度歳計外現金増減額

f. 無償所管換等 g.本年度末歳計外現金残高（e+f）

g.比例連結割合変更に伴う差額 h. 本年度末現金預金残高(d+g)

h.その他

i. 本年度純資産変動額（d+e+f+g+h）

本年度末純資産残高（a+i)

１年間の現金の動きを表しています。その収支
を業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支
に区分することで、どのような要因で現金が増減
したかが分かります。

１ 億円

４６９ 億円

２,２０９ 億円

億円

△２,１０９

貸借対照表の純資産が１年間でどのように増
減したかを表しています。純資産の増減は、将
来の行政サービスに対する蓄えの増減を意味し
ます。

１,１５２ 億円

５,７４２

億円

１,０５７ 億円

１０１ 億円

０ 億円

８４ 億円

０ 億円

１ 億円

１８６ 億円

５,９２８ 億円

５９ 億円

３９０ 億円

４４９ 億円

２１ 億円

△１ 億円

２０ 億円
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行政サービスは効率的に提供されているか ⑥住民一人当たり行政コスト

歳入はどのくらい税金等でまかなわれているか
（受益者負担の水準はどうなっているか）

３ 行政コストの状況

指標を経年変化や類似団体との比較分析をすることにより、全体の大まかな傾向を把握することができ
ます。ただし、分析に当たっては単年度に発生した取引の影響で大きく数値が変動する場合があること等
に留意が必要です。

４ 負債の状況

■ 指標について
令和4年4月8日付け総務省照会「統一的な基準による財務書類から得られる情報に関する調査につい

て（照会）」で用いられた指標を採用しています。

■ 類似団体平均について
比較分析の対象とする類似団体は、総務省作成の「類似団体別市町村財政指数表」の類型に準拠し、

本市は全国の中核市を類似団体としています。

令和3年度は令和3年度末における中核市62市のうち、令和5年4月10日現在、ホームページ等で財務書
類を公開している48市（岡崎市を含む）のデータから岡崎市が独自に算出しています。

令和元・2年度は令和4年4月8日付け総務省照会「統一的な基準による財務書類から得られる情報に関
する調査について（照会）」で取りまとめられた回答に基づき、総務省が算出したものです。（一般会計等
のみ。）

平均値は、基礎的財政収支は単純平均、基礎的財政収支以外は加重平均です。平均値の下段のカッコ
書きは、類似団体における最小値と最大値を表記しています。

Ⅲ 財務書類からわかる指標

財務書類のデータによる指標を分析することにより財政状況を多角的に分析することができます。

住民等のニーズ 指標

将来世代に残る資産はどのくらいあるか
①住民一人当たり資産額
②歳入額対資産比率
③有形固定資産減価償却率

２ 資産と負債の比率

１ 資産の状況

分析の視点

⑨受益者負担比率

将来世代と現世代との負担の分担は適切か
④純資産比率
⑤将来世代負担比率

財政に持続可能性があるか
（どのくらい借金があるか）

⑦住民一人当たり負債額
⑧基礎的財政収支

５ 受益者負担の状況
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単位：万円

① 住民一人当たり資産額 一般会計等 151.1 市全体 221.0
（ 資産合計 ÷ 住民基本台帳人口 ） 前年度指標 148.4 前年度指標 217.4

類似団体平均 151.0 類似団体平均 214.7

単位：年

② 歳入額対資産比率 一般会計等 3.81 市全体 3.03
（ 資産合計 ÷ 歳入総額 ） 前年度指標 3.17 前年度指標 2.78

類似団体平均 3.17 類似団体平均 2.69

（126.1～277.2）（96.9～207.1）

（1.93～4.81） （1.62～3.57）

指標の分析

一般会計等について、資産合計が89億円の増（＋1.56％）であったのに対し、人口が897人の減（△
0.23％）であったことから、指標は前年度対比2.7万円の増となりました。
本市指標は、一般会計等・市全体とも類似団体平均と同程度であり、住民一人当たりの資産規模は標

準的といえます。また、後述の「住民一人当たり負債額」が類似団体平均を大きく下回っており、過度な借
金に頼らずに資産形成できていることが分析できます。

指標の分析

一般会計等について、資産合計の増（＋1.56％）に対し、令和2年度に実施した特別定額給付金給付事
業に係る国庫補助金収入が減となったこと等に伴い歳入総額が279億円の減（△15.42％）となったことか
ら、指標は前年度対比で0.64年上昇しました。
本市指標は、一般会計等・市全体とも類似団体平均を上回っており、このことは、過去に道路や公共施

設などのインフラ整備を推進してきたことが表れていると分析できます。

資産等を住民基本台帳人口で除して住民一人当
たり資産額とすることにより、理解しやすい情報にな
るとともに他団体との比較も容易になります。

※ 「住民基本台帳人口」は令和3年度は令和4年1月
1日現在のデータを使用しています（令和2年度は令
和3年1月1日現在、令和元年度は令和2年1月1日現
在のデータを使用しています。）。「住民基本台帳人
口」を使用するこれ以降の指標においても同様で
す。

指標の説明

指標の説明

当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出
することにより、これまでに形成されたストックとして
の資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方
公共団体の資産形成の度合いを把握することができ
ます。この指標が高ければ社会資本の整備に重点
を置いてきたことを表しますが、当該年度の歳入総
額で算出するため、指標の比較分析に当たって注意
が必要です。

100.0

150.0

200.0

250.0

R1 R2 R3

一般会計等 市全体

類似団体(一般) 類似団体(全体)

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

R1 R2 R3

一般会計等 市全体

類似団体(一般) 類似団体(全体)
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単位：％

③ 有形固定資産減価償却率 一般会計等 62.4 市全体 52.6
（ 減価償却累計額 ÷ （有形固定資産 － 前年度指標 61.2 前年度指標 51.4

類似団体平均 63.9 類似団体平均 56.7

単位：％

④ 純資産比率 一般会計等 86.1 市全体 68.8
（ 純資産合計 ÷ 資産合計 ） 前年度指標 85.3 前年度指標 67.7

類似団体平均 71.0 類似団体平均 61.8

一般会計等について、資産合計の増（＋1.56％）に対し、純資産の合計が123億円の増（＋2.51％）と
なったことから、指標は前年度対比0.8％上昇しました。
本市指標は一般会計等・市全体とも類似団体平均を大きく上回っており健全と分析できます。また、こ

の指標が高いことは、将来世代の負担割合が抑えられていることも意味しますが、一方で現世代と将来
世代の世代間負担の公平性に留意していくことも必要です。

一般会計等の指標値は50％を超えており、資産の老朽化が進みつつあると分析できますが、類似団体
平均は若干下回っている状況です。
一般会計等について、減価償却累計額が136億円の増（＋3.56％）となったのに対し、償却対象資産が

99億円の増（＋1.59％）であったことから、指標は前年度対比1.2％上昇しました。
本指標の特性として、適切な予防保全により長寿命化を図っても指標が上昇する傾向があります。指

標値を注視しながら、点検等により施設の実態を踏まえた対応を検討してまいります。

（45.0～91.9） （34.7～82.2）

指標の説明

純資産の増加は、現世代が自らの負担によって将
来世代も利用可能な資源を蓄積したことを意味し、
逆に純資産の減少は、現世代が将来世代にとっても
利用可能であった資源を費消して便益を享受する一
方で、将来世代に負担が先送りされたことを意味し
ています。

指標の分析

指標の分析

土地等の非償却資産 ＋ 減価償却累計額） ）
（41.4～78.1） （42.1～76.0）

指標の説明

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対
する減価償却累計額の割合を算出することにより、
耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過し
ているのかを全体として把握することができます。

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0
R1 R2 R3

一般会計等 市全体

類似団体(一般) 類似団体(全体)

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

R1 R2 R3

一般会計等 市全体

類似団体(一般) 類似団体(全体)
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単位：％

一般会計等 9.1 市全体 18.9
（ 地方債残高(特例地方債を除く) 前年度指標 9.3 前年度指標 19.3

類似団体平均 16.6 類似団体平均 22.0

単位：万円

⑥ 住民一人当たり行政コスト 一般会計等 31.8 市全体 46.0
（ 純行政コスト ÷ 住民基本台帳人口 ） 前年度指標 39.3 前年度指標 53.8

類似団体平均 38.4 類似団体平均 55.6

指標の説明

行政コスト計算書で算出される行政コストを住民基
本台帳人口で除して住民一人当たり行政コストとす
ることにより、行政活動の効率性を見ることができま
す。

一般会計等について、人口の減（△0.23％）に対し、特別定額給付金給付事業が終了したこと等に伴い
純行政コストが290億円の減（△19.15％）となったことから、指標は前年度対比で7.5万円の減となりまし
た。
本市指標は、一般会計等・市全体とも類似団体平均を大きく下回っており、効率的な行政活動ができて

いると分析できます。

⑤ 将来世代負担比率

指標の分析

指標の分析

一般会計等について、特例地方債を除く地方債残高が7億円の減（△1.44％）となったのに対し、有形・
無形固定資産合計が33億円の増（＋0.65％）であったことから、指標は前年度対比0.2％低下しました。
本市指標は、一般会計等・市全体とも類似団体平均を大きく下回っており、借金に頼らない健全な資産

形成ができていると分析できます。

÷ 有形・無形固定資産合計 ）
（4.1～35.0） （7.3～41.5）

（30.0～51.3） （44.4～74.7）

指標の説明

有形固定資産などの社会資本等に対して、将来の
償還等が必要な負債による調達割合（公共資産等
形成充当負債の割合）を算定することにより、社会資
本等形成に係る将来世代の負担の程度を把握する
ことができます。
（地方債残高から控除する特例地方債について

は、臨時財政特例債・減税補塡債・臨時税収補塡
債・臨時財政対策債・減収補塡債特例分とします。）
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単位：万円

⑦ 住民一人当たり負債額 一般会計等 21.1 市全体 68.9
（ 負債合計 ÷ 住民基本台帳人口 ) 前年度指標 21.9 前年度指標 70.3

類似団体平均 43.7 類似団体平均 81.9

単位：百万円

⑧ 基礎的財政収支 一般会計等 8,695 市全体 16,006
（ 業務活動収支（支払利息支出を除く） 前年度指標 1,520 前年度指標 5,353

類似団体平均 5,981 類似団体平均 11,887

（16.8～79.1） （39.7～126.0）

＋ 投資活動収支(基金積立・取崩を除く) ）
（△10,007～19,933） （△14,429～28,614）

指標の分析

一般会計等について、業務活動収支は2,989百万円の増、投資活動収支が4,186百万円の増であったこ
とから、指標は前年度対比で7,175百万円の増となりました。また、市全体では、業務活動収支が6,163百
万円の増、投資活動収支が4,490百万円の増となり、前年度対比で10,653百万円の増となりました。一般
会計等、全体とも、財務活動収支がマイナスであることから、借入に頼らず留保資金を活用して投資活動
の推進が図られたことが分析できます。
健全な業務活動収支を背景に、積極的な投資活動を行ったうえで基礎的財政収支の黒字を維持してお

り、持続可能な財政運営が実現できていると分析できます。

負債額を住民基本台帳人口で除して住民一人当
たり負債額とすることにより理解しやすい情報になる
とともに、他団体との比較が容易になります。

指標の説明

指標の分析

一般会計等において、人口の減（△0.23％）に対し負債合計が33億円の減（△3.92％）であったことか
ら、指標は前年度対比で0.8万円の減となりました。
本市指標は、一般会計等・市全体とも類似団体平均を大きく下回っており健全であると分析できます。

また、住民一人当たり負債額を抑えたうえで、先述の「住民一人当たり資産額」が類似団体平均と同程度
となっていることから、過度な借金に頼らずに必要な資産形成ができていることが分析できます。

指標の説明

資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支
出を除く。）及び投資活動収支（基金積立金支出及
び基金取崩収入を除く。）の合算額を算出することに
より、地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方
債等発行収入を除いた歳入のバランスを示す指標と
なり、当該バランスが均衡している場合には、経済
成長率が長期金利を下回らない限り経済規模に対
する地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政
運営が実現できていると捉えることができます。 -10,000
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単位：％

⑨ 受益者負担比率 一般会計等 4.7 市全体 17.5
（ 経常収益 ÷ 経常費用 ） 前年度指標 3.6 前年度指標 14.9

類似団体平均 4.3 類似団体平均 14.9

■ 総 括

指標の分析

一般会計等について、経常収益が5億円の増（＋8.52％）となった一方、特別定額給付金給付事業が終
了したこと等に伴い経常費用が284億円の減（△18.05％）となったことから指標は前年度対比で1.1％上
昇しました。
また、市全体は類似団体平均を若干上回っていますが、この指標は各市の保有する施設に左右される

側面もあることから、本市の状況を考慮しながら引き続き受益者負担について検討してまいります。

本市の指標は、一般会計等・市全体とも前年度との比較において多くの指標で同程度の値を示してお
り、類似団体平均との比較においても、前年度に引き続き概ね良好であると分析しています。

純資産比率が高く、また、住民一人当たり負債額も少ないことから、地方債（借入金）に頼らない資産形
成の下、健全な財政運営ができていることが分かります。このことは、将来世代負担比率の低下にもつな
がり、将来世代への負担が少ないことも意味しています。

一方、歳入額対資産比率と受益者負担比率は大きく上昇し、また、住民一人当たり行政コストは大きく
低下しています。これは令和2年度に実施した市民一人当たり10万円を支給する特別定額給付金給付事
業が終了したことによる影響が大きいものと分析しています。

基礎的財政収支は前年度対比大幅増となっています。これは市税収入が回復基調にあることのほか、
指標値の算定において投資活動収支から基金積立・取崩額を除く影響が大きく、令和3年度は財政調整
基金のほか公共施設保全基金や将来の大型事業を見据え東岡崎駅周辺地区整備基金に積極的な積
み立てを行ったことによる結果と分析しています。

資産の老朽化率である有形固定資産減価償却率は一般会計等において前年度対比1.2％の増となる
62.4％となっております。公共施設等整備費支出が114億円と積極的な投資活動が確認できるものの、減
価償却費も前年度対比2億円増の155億円となったこと等によるものです。
本指標の特性として、適切な予防保全により長寿命化を図っても指標が上昇する傾向があり、このこと

は類似団体平均値も同傾向で上昇していることから全国共通の課題と考えられます。本市においては、
指標値を注視しながら、施設の老朽化対策として、引き続き岡崎市公共施設等総合管理計画に沿った取
り組みを行ってまいります。

長引くコロナ禍による指標値への影響も生じておりますが、今後も本市の健全な財政運営を維持しなが
ら、市民の皆様の安全安心を守る施策の推進に努めてまいります。

（2.5～9.1） （4.6～51.9）

指標の説明

行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料
など行政サービスに係る受益者負担の金額を表す
ため、これを経常費用と比較することにより、行政
サービス提供に対する直接的な負担の割合を算出
することができます。
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 557,615,449 固定負債 70,155,360

有形固定資産 516,011,046 地方債 52,500,350

事業用資産 264,649,432 長期未払金 3,352,758

土地 145,304,005 退職手当引当金 14,000,706

立木竹 976,142 損失補償等引当金 319

建物 207,019,231 その他 301,227

建物減価償却累計額 -109,748,076 流動負債 11,048,601

工作物 49,072,799 １年内償還予定地方債 7,235,305

工作物減価償却累計額 -30,772,268 未払金 345,995

船舶 - 未払費用 -

船舶減価償却累計額 - 前受金 30,000

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 1,225,222

航空機 - 預り金 2,047,028

航空機減価償却累計額 - その他 165,052

その他 - 負債合計 81,203,961

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 2,797,599 固定資産等形成分 571,021,614

インフラ資産 247,838,541 余剰分（不足分） -70,023,801

土地 119,316,531

建物 12,787,270

建物減価償却累計額 -7,181,455

工作物 364,543,407

工作物減価償却累計額 -247,527,063

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 5,899,851

物品 14,516,428

物品減価償却累計額 -10,993,355

無形固定資産 497,235

ソフトウェア 497,235

その他 -

投資その他の資産 41,107,168

投資及び出資金 23,918,224

有価証券 1,024,671

出資金 22,893,553

その他 -

投資損失引当金 -3,151

長期延滞債権 1,228,728

長期貸付金 164,449

基金 15,472,336

減債基金 -

その他 15,472,336

その他 429,071

徴収不能引当金 -102,488

流動資産 24,586,325

現金預金 10,707,525

未収金 487,900

短期貸付金 40,017

基金 13,366,148

財政調整基金 13,366,148

減債基金 -

棚卸資産 -

その他 25,416

徴収不能引当金 -40,681 純資産合計 500,997,814

資産合計 582,201,774 負債及び純資産合計 582,201,774

岡崎市一般会計等貸借対照表
（令和4年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

その他 807

純行政コスト 122,587,299

その他 202

臨時利益 205,505

資産売却益 204,698

資産除売却損 58,940

投資損失引当金繰入額 3,151

損失補償等引当金繰入額 319

純経常行政コスト 122,671,417

臨時損失 121,387

災害復旧事業費 58,775

経常収益 6,100,261

使用料及び手数料 1,804,444

その他 4,295,816

社会保障給付 27,169,026

他会計への繰出金 7,314,524

その他 185,515

その他 958,372

移転費用 60,527,751

補助金等 25,858,687

その他の業務費用 1,288,057

支払利息 186,516

徴収不能引当金繰入額 143,169

維持補修費 1,060,383

減価償却費 15,515,981

その他 -

その他 746,278

物件費等 43,702,268

物件費 27,125,904

職員給与費 20,157,770

賞与等引当金繰入額 1,225,222

退職手当引当金繰入額 1,124,331

経常費用 128,771,678

業務費用 68,243,926

人件費 23,253,601

岡崎市一般会計等行政コスト計算書
自 令和3年4月1日
至 令和4年3月31日

科目名 金額
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【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 488,735,563 563,215,882 -74,480,319

純行政コスト（△） -122,587,299 -122,587,299

財源 127,450,060 127,450,060

税収等 85,267,432 85,267,432

国県等補助金 42,182,627 42,182,627

本年度差額 4,862,761 4,862,761

固定資産等の変動（内部変動） 406,242 -406,242

有形固定資産等の増加 12,078,874 -12,078,874

有形固定資産等の減少 -16,155,426 16,155,426

貸付金・基金等の増加 12,537,842 -12,537,842

貸付金・基金等の減少 -8,055,048 8,055,048

資産評価差額 - -

無償所管換等 7,399,490 7,399,490

その他 - - -

本年度純資産変動額 12,262,251 7,805,732 4,456,519

本年度末純資産残高 500,997,814 571,021,614 -70,023,801

岡崎市一般会計等純資産変動計算書
自 令和3年4月1日
至 令和4年3月31日
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【様式第4号】

（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 2,181,671

本年度歳計外現金増減額 -134,644

本年度末歳計外現金残高 2,047,028

本年度末現金預金残高 10,707,525

その他の収入 -

財務活動収支 -3,158,128

本年度資金収支額 1,436,745

前年度末資金残高 7,223,753

本年度末資金残高 8,660,497

財務活動支出 7,178,928

地方債償還支出 6,647,413

その他の支出 531,515

財務活動収入 4,020,800

地方債発行収入 4,020,800

貸付金元金回収収入 952,397

資産売却収入 285,970

その他の収入 35,416

投資活動収支 -12,675,960

【財務活動収支】

貸付金支出 926,645

その他の支出 -

投資活動収入 11,144,829

国県等補助金収入 2,989,382

基金取崩収入 6,881,664

【投資活動収支】

投資活動支出 23,820,789

公共施設等整備費支出 11,437,832

基金積立金支出 10,795,072

投資及び出資金支出 661,240

臨時支出 102,830

災害復旧事業費支出 58,775

その他の支出 44,055

臨時収入 -

業務活動収支 17,270,833

業務収入 130,581,910

税収等収入 85,258,032

国県等補助金収入 39,193,245

使用料及び手数料収入 1,814,644

その他の収入 4,315,989

移転費用支出 60,527,813

補助金等支出 25,858,687

社会保障給付支出 27,169,026

他会計への繰出支出 7,314,524

その他の支出 185,576

業務費用支出 52,680,434

人件費支出 23,384,431

物件費等支出 28,186,288

支払利息支出 186,516

その他の支出 923,200

岡崎市一般会計等資金収支計算書
自 令和3年4月1日
至 令和4年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

業務支出 113,208,247
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１ 重要な会計方針

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法
① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
ア 昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
イ 昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・再調達原価
ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・再調達原価

ただし、適切な対価を支払わずに取得したもの（受贈等）については、原則として再調達原価としています。

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的以外の有価証券・・・・・・・・・・・取得原価
② 出資金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・定額法

主な耐用年数は次のとおりです。
建物 8年～50年
工作物 5年～60年
物品 2年～15年

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・定額法
主な耐用年数は次のとおりです。

ソフトウェア 5年
③ リース資産（リース期間が１年以内のリース取引、物品及びソフトウェアの計上基準を満たさないもののみで構

成されるリース取引並びにリース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のリース取引を除きます。）
ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(4) 引当金の計上基準及び算定方法
① 投資損失引当金

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低下し
た場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。

② 徴収不能引当金
過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。

③ 退職手当引当金
期末自己都合要支給額を計上しています。

④ 損失補償等引当金
履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将

来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。
⑤ 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ
本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(5) リース取引の処理方法
① ファイナンス・リース取引

ア ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引、物品及びソフトウェアの計上基準を満たさ
ないもののみで構成されるリース取引並びにリース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のリース取引
を除きます。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
イ ア以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
② オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(6) 資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（岡崎市公金保管・運用基準において歳計現金等の保管方法とし

て規定した預金等をいいます。）なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の
受払いを含んでいます。

岡崎市一般会計等財務書類に係る注記
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(7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
① 物品及びソフトウェアの計上基準

物品については、取得価額又は見積価額が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上しています。
ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

(8) 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込み方式によっています。

２ 重要な会計方針の変更等
該当事項はありません。

３ 重要な後発事象
該当事項はありません。

４ 偶発債務

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況

損失補償等引当金 貸借対照表
計上額 未計上額

岡崎市土地開発公社 0千円 1,641,220千円 1,641,220千円
愛知県信用保証協会 319千円 58,690千円 59,009千円

計 319千円 1,699,910千円 1,700,229千円

５ 追加情報

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項
① 対象範囲

一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。
一般会計
継続契約集合支払特別会計
額田北部診療所特別会計
こども発達医療センター特別会計
岡崎駅東土地区画整理事業清算金特別会計
母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

② 一般会計等と普通会計の対象範囲の差異
一般会計等の対象範囲から駐車場事業を除き、後期高齢者医療特別会計のうち法定外の健康診査に係る経費等を

加えたものが普通会計の対象範囲です。
③ 出納整理期間

地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の
受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

④ 表示単位未満の処理
原則として千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額等が一致しない場合があります。

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況
実質赤字比率 実質赤字額なし
連結実質赤字比率 実質赤字額なし
実質公債費比率 0.0％
将来負担比率 将来負担額なし

⑥ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 5,065,624千円
⑦ 繰越事業に係る将来の支出予定額 4,134,597千円

(2) 貸借対照表に係る事項
① 売却可能資産の範囲及び内訳

ア 範囲
令和４年度予算において、財産収入として措置されている公共資産

イ 内訳
事業用資産 47,984千円

土地 47,984千円
令和４年３月31日時点における売却可能価額を記載しています。
売却可能価額は令和４年度予算において、財産収入として措置されている価額によっています。

② 基金借入金（繰替運用）
基金借入金（繰替運用）はありません。

③ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見
込まれる金額 30,907,014千円

団体名

履行すべき額が確定していない

総 額
損失補償債務等
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④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素
標準財政規模 77,422,689千円
元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 6,750,780千円
将来負担額 125,981,596千円
充当可能基金額 30,671,542千円
特定財源見込額 49,466,452千円
地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 67,967,975千円

⑤ 地方自治法第234条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 466,278千円
⑥ 事業用資産の建物のうち5,986,366千円（取得価額7,021,117千円、減価償却累計額1,034,751千円）は、PFI事業に

係る資産が計上されています。

(3) 純資産変動計算書に係る事項
純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容
① 固定資産等形成分

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金を加えた額を計上しています。
② 余剰分（不足分）

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

(4) 資金収支計算書に係る事項
① 基礎的財政収支 8,694,797千円
② 既存の決算情報との関連性

収入（歳入） 支出（歳出）
149,280,037千円 140,662,822千円

191,255千円 147,972千円
△3,723,753千円 3,500,000千円
145,747,539千円 144,310,794千円

地方自治法第233条第１項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに対し、資金収支計算
書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳出決算書と資金収支計算書は一部の特別会計（継続契約集
合支払特別会計、額田北部診療所特別会計、こども発達医療センター特別会計、岡崎駅東土地区画整理事業清算金
特別会計及び母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計）の分だけ相違します。

また、前年度繰越金の分が収入（歳入）と、地方自治法第233条の２の規定による基金繰入額の分が支出（歳出）
とそれぞれ相違します。

③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳
資金収支計算書

業務活動収支 17,270,833千円
投資活動収入の国県等補助金収入 2,989,382千円
未収債権、未払債務等の増減額 △162,066千円
減価償却費 △15,515,981千円
賞与等引当金の増減額 147,833千円
退職手当引当金の増減額 △17,003千円
徴収不能引当金の増減額 5,483千円
損失補償等引当金の増減額 1,673千円
投資損失引当金の増減額 △3,151千円
資産除売却損益 145,758千円

純資産変動計算書の本年度差額 4,862,761千円
④ 一時借入金

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。
なお、一時借入金の限度額は次のとおりです。

一時借入金の限度額 5,000,000千円
⑤ 重要な非資金取引（いずれも令和３年度末時点での額を記載しています。）

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額 92,954千円

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額

歳入歳出決算書

資金収支計算書

区 分

繰越金に伴う差額等
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金

の
明

細

市
場

価
格
の
あ
る
も
の

(単
位
：
千
円
）

銘
柄

名
株
数
・
口
数

な
ど

(A
)

時
価
単

価
(B
)

貸
借
対

照
表

計
上
額

(A
)
X
(B
)

(C
)

取
得

単
価

(D
)

取
得

原
価

(A
)
X
(D
)

(E
)

評
価

差
額

(C
)
-
(E
)

(F
)

(参
考

)財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

な
し

合
計

市
場

価
格
の
な
い
も
の
の
う
ち
連
結

対
象

団
体
に
対
す
る
も
の

(単
位
：
千
円
)

相
手

先
名

出
資

金
額

(貸
借

対
照

表
計
上
額
)

(A
)

資
産

(B
)

負
債

(C
)

純
資

産
額

(B
)
-
(C
)

(D
)

資
本
金

(E
)

出
資
割
合

(%
)

(A
)
/
(E
)

(F
)

実
質

価
額

(D
)
X
(F
)

(G
)

投
資

損
失
引

当
金

計
上
額

(H
)

(参
考

)財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

岡
崎

市
土
地
開

発
公
社

9
,0
0
0

2
,2
6
4
,0
6
7

2
,1
5
6
,4
6
6

1
0
7
,6
0
1

1
0
,0
0
0

9
0
.0
%

9
6
,8
4
1

-
9
,0
0
0

株
式

会
社
岡
崎

情
報
開

発
セ
ン
タ
ー

4
5
,0
0
0

1
6
3
,0
9
7

3
4
,1
2
8

1
2
8
,9
6
9

9
0
,0
0
0

5
0
.0
%

6
4
,4
8
5

-
4
5
,0
0
0

株
式

会
社
岡
崎

さ
く
ら
電

力
5
,1
0
0

4
4
0
,8
4
7

5
2
4
,4
0
5

-
8
3
,5
5
8

1
0
,0
0
0

5
1
.0
%

0
-

5
,1
0
0

株
式

会
社
も
り
ま
ち

1
4
,0
0
0

3
0
,1
6
1

1
,3
9
8

2
8
,7
6
4

3
0
,0
0
0

4
6
.7
%

1
3
,4
3
3

-
1
4
,0
0
0

社
会

福
祉
法
人

岡
崎
市

福
祉

事
業

団
3
,0
0
0

3
,8
4
7
,1
0
9

8
2
9
,4
8
5

3
,0
1
7
,6
2
4

3
,0
0
0

1
0
0
.0
%

3
,0
1
7
,6
2
4

-
3
,0
0
0

公
益

財
団
法
人

岡
崎
幸

田
勤

労
者

共
済
会

1
8
,0
0
0

1
2
7
,0
8
8

3
0
,0
5
3

9
7
,0
3
5

2
2
,5
0
0

8
0
.0
%

7
7
,6
2
8

-
1
8
,0
0
0

公
益

財
団
法
人

岡
崎
学

校
給

食
協

会
1
0
,0
0
0

3
0
2
,8
5
4

2
9
2
,8
5
4

1
0
,0
0
0

1
0
,0
0
0

1
0
0
.0
%

1
0
,0
0
0

-
1
0
,0
0
0

公
益

財
団
法
人

岡
崎
市

ス
ポ
ー
ツ
協

会
1
0
,0
0
0

1
3
7
,0
7
2

1
0
6
,2
2
0

3
0
,8
5
2

4
5
,0
0
0

2
2
.2
%

6
,8
4
9

3
,1
5
1

1
0
,0
0
0

病
院

事
業
会
計

9
,8
8
0
,9
8
6

3
5
,3
0
7
,8
2
2

2
4
,2
2
2
,3
4
7

1
1
,0
8
5
,4
7
5

1
2
,0
7
0
,6
4
7

1
0
0
.0
%

1
1
,0
8
5
,4
7
5

-
－

水
道

事
業
会
計

1
1
,0
6
9
,4
8
7

8
9
,8
7
2
,0
5
1

4
0
,1
9
0
,7
8
0

4
9
,6
8
1
,2
7
1

4
4
,9
8
4
,5
6
4

1
0
0
.0
%

4
9
,6
8
1
,2
7
1

-
－

下
水

道
事
業
会

計
1
,7
5
7
,7
5
7

1
5
4
,2
9
6
,0
6
4

1
1
6
,5
9
4
,5
8
0

3
7
,7
0
1
,4
8
4

3
7
,0
2
7
,7
8
8

1
0
0
.0
%

3
7
,7
0
1
,4
8
4

-
－

合
計

2
2
,8
2
2
,3
3
0

1
0
1
,7
5
5
,0
9
0

3
,1
5
1

1
1
4
,1
0
0

※
病

院
事
業
会

計
、
水
道

事
業

会
計

及
び
下
水

道
事
業
会
計

の
資
本

金
は
出
資

に
よ
ら
な
い
変
動

を
含

ん
で
い
る
た
め
、
出
資

割
合
は
上

表
の

出
資
金

額
を
資
本
金

で
除
し
た
値
と
一

致
し
な
い
。

市
場

価
格
の
な
い
も
の
の
う
ち
連
結

対
象

団
体
以

外
に
対
す
る
も
の

(単
位

：
千
円
)

相
手

先
名

出
資

金
額

(A
)

資
産

(B
)

負
債

(C
)

純
資

産
額

(B
)
-
(C
)

(D
)

資
本
金

(E
)

出
資
割
合

(%
)

(A
)
/
(E
)

(F
)

実
質

価
額

(D
)
X
(F
)

(G
)

強
制
評
価

減
(H
)

貸
借
対
照

表
計
上

額
(A
)
-
(H
)

(I
)

(参
考

)財
産

に
関
す
る

調
書
記
載
額

愛
知

環
状
鉄
道

株
式
会

社
7
4
2
,3
0
0

1
1
,1
6
5
,2
5
5

2
,4
9
2
,4
9
9

8
,6
7
2
,7
5
5

9
,4
7
5
,3
0
0

7
.8
%

6
7
6
,4
7
5

-
7
4
2
,3
0
0

7
4
2
,3
0
0

ミ
ク
ス
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
株
式
会

社
2
0
0
,0
0
0

7
,3
4
1
,1
4
0

6
3
7
,0
0
1

6
,7
0
4
,1
3
8

2
,2
3
3
,0
0
0

9
.0
%

6
0
3
,3
7
2

-
2
0
0
,0
0
0

2
0
0
,0
0
0

株
式

会
社
エ
フ
エ
ム
岡

崎
2
,4
0
0

1
2
,9
9
9

2
2
,3
5
3

-
9
,3
5
4

5
2
,7
5
0

4
.5
%

0
2
,4
0
0

0
2
,4
0
0

名
古

屋
競
馬
株

式
会
社

1
7
,2
7
1

5
2
,9
0
0
,5
2
7

7
1
0
,0
7
5

5
2
,1
9
0
,4
5
2

4
1
3
,9
9
4

4
.2
%

2
,1
9
1
,9
9
9

-
1
7
,2
7
1

1
7
,2
7
1

株
式

会
社
総
合

開
発
機

構
1
,0
0
0

1
1
,6
6
8
,1
9
9

5
,6
7
5
,1
3
7

5
,9
9
3
,0
6
1

2
,5
0
0
,0
0
0

0
.0
%

0
-

1
,0
0
0

1
,0
0
0

公
益

財
団
法
人

矢
作
川

水
源

基
金

4
6
,7
7
4

9
7
4
,8
8
8

5
2
6

9
7
4
,3
6
2

－
5
.2
%

5
0
,6
6
7

-
4
6
,7
7
4

4
6
,7
7
4

一
般

財
団
法
人

地
域
活

性
化

セ
ン
タ
ー

3
5
0

4
,6
6
7
,4
1
9

2
8
4
,9
1
3

4
,3
8
2
,5
0
5

－
0
.0
%

0
-

3
5
0

3
5
0

公
益

財
団
法
人

愛
知
県

暴
力

追
放

運
動
推

進
セ
ン
タ
ー

7
,0
7
0

1
,5
9
6
,1
1
7

1
5
,0
4
7

1
,5
8
1
,0
7
0

－
0
.5
%

7
,9
0
5

-
7
,0
7
0

7
,0
7
0

公
益

財
団
法
人

愛
知
県

国
際

交
流

協
会

5
7
0

3
7
8
,3
7
3

5
1
,4
0
2

3
2
6
,9
7
0

－
0
.2
%

6
5
4

-
5
7
0

5
7
0

愛
知

県
信
用
保

証
協
会

1
6
,1
6
7

2
,6
9
7
,8
5
4
,8
7
3

2
,5
4
3
,9
5
2
,2
5
5

1
5
3
,9
0
2
,6
1
8

－
0
.1
%

1
5
3
,9
0
3

-
1
6
,1
6
7

1
6
,1
6
7

公
益

財
団
法
人

愛
知
県

林
業

振
興

基
金

3
9
,0
1
4

2
,8
7
0
,3
5
7

1
6
,0
3
9

2
,8
5
4
,3
1
8

－
1
.3
%

3
7
,1
0
6

-
3
9
,0
1
4

3
9
,0
1
4

豊
田

森
林
組
合

4
1
,3
0
9
,1
0
8

5
2
1
,8
0
1

7
8
7
,3
0
7

－
0
.0
%

0
-

4
4

岡
崎

森
林
組
合

9
9
4

4
2
1
,5
0
2

1
3
1
,4
5
7

2
9
0
,0
4
5

－
0
.7
%

2
,0
3
0

-
9
9
4

9
9
4

新
城

森
林
組
合

3
0

4
6
8
,0
6
1

1
1
3
,5
9
6

3
5
4
,4
6
5

－
0
.0
%

0
-

3
0

3
0

公
益

財
団
法
人

リ
バ
ー
フ
ロ
ン
ト
研
究

所
2
,0
0
0

1
,9
7
7
,6
1
4

4
5
6
,0
7
2

1
,5
2
1
,5
4
2

－
0
.1
%

1
,5
2
2

-
2
,0
0
0

2
,0
0
0

一
般

財
団
法
人

砂
防
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
整

備
推

進
機
構

3
5
0

2
,5
4
6
,0
9
1

5
9
8
,5
6
1

1
,9
4
7
,5
2
9

－
0
.1
%

1
,9
4
8

-
3
5
0

3
5
0

一
般

財
団
法
人

愛
知
県

建
築

住
宅

セ
ン
タ
ー

1
,0
0
0

1
,2
8
1
,0
8
0

4
2
3
,2
7
5

8
5
7
,8
0
5

－
1
.0
%

8
,5
7
8

-
1
,0
0
0

1
,0
0
0

地
方

公
共
団
体

金
融
機

構
2
1
,0
0
0

2
4
,8
3
4
,8
6
5
,0
0
0

2
4
,4
6
6
,7
6
1
,0
0
0

3
6
8
,1
0
4
,0
0
0

－
0
.1
%

3
6
8
,1
0
4

-
2
1
,0
0
0

2
1
,0
0
0

合
計

1
,0
9
8
,2
9
4

4
,1
0
4
,2
6
3

2
,4
0
0

1
,0
9
5
,8
9
4

1
,0
9
8
,2
9
4

※
株

式
会
社
エ
フ
エ
ム
岡

崎
の

強
制
評

価
減

額
は

今
年
度
ま
で
の
累

計
額

を
記

載
し
て
い
る
。

※ ※ ※

※
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④
基
金

の
明
細

(単
位

：
千

円
)

種
類

現
金
預
金

有
価
証
券

土
地

そ
の

他
合

計
(貸

借
対
照

表
計

上
額

)
(参

考
)財

産
に
関
す
る

調
書
記

載
額

財
政
調

整
基
金

1
3
,3
6
6
,1
4
8

-
-

-
1
3
,3
6
6
,1
4
8

9
,5
5
1
,6
7
4

公
共
施

設
保
全
整
備
基

金
5
,8
4
4
,1
7
3

-
-

-
5
,8
4
4
,1
7
3

4
,7
8
4
,5
5
1

企
業
版

ふ
る
さ
と
納
税
地
方

創
生
基
金

1
0
,0
0
0

-
-

-
1
0
,0
0
0

0

さ
く
ら
基

金
3
8
,6
2
3

-
-

-
3
8
,6
2
3

2
8
,5
9
2

防
犯
対

策
基
金

1
9
,5
2
5

-
-

-
1
9
,5
2
5

7
,2
8
3

福
祉
基

金
1
3
0
,2
5
4

-
-

-
1
3
0
,2
5
4

1
2
7
,0
7
4

ふ
る
さ
と
農

村
活
性
化
対
策

基
金

7
,2
7
5

-
-

-
7
,2
7
5

7
,2
7
5

家
康
公

観
光
振
興
基
金

7
7
,3
5
8

-
-

-
7
7
,3
5
8

4
0
,5
8
3

東
岡
崎

駅
周
辺
地
区
整

備
基
金

3
,0
8
8
,1
7
8

-
-

-
3
,0
8
8
,1
7
8

2
,2
8
3
,8
7
3

公
園
施

設
整
備
基
金

3
,5
3
5
,0
4
5

-
-

-
3
,5
3
5
,0
4
5

2
,5
2
6
,5
5
1

文
化
施

設
整
備
基
金

1
,2
4
9
,8
0
5

-
-

-
1
,2
4
9
,8
0
5

7
4
9
,8
0
5

美
術
博

物
館
等
整
備
基

金
9
7
2
,1
0
0

-
-

-
9
7
2
,1
0
0

9
6
5
,0
2
6

土
地
開

発
基
金

-
-

-
5
0
0
,0
0
0

5
0
0
,0
0
0

5
0
0
,0
0
0

合
計

2
8
,3
3
8
,4
8
4

-
-

5
0
0
,0
0
0

2
8
,8
3
8
,4
8
4

2
1
,5
7
2
,2
8
7
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⑤
貸
付
金

の
明
細

(単
位
：
千
円
)

貸
借
対
照
表

計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

奨
学
資
金

貸
付
金
（
入
学
準
備
金
含
む
）

9
1
,8
2
8

-
1
9
,5
9
2

-
1
1
1
,4
2
0

母
子
父
子

寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金

7
2
,6
2
1

-
2
0
,4
2
5

-
9
3
,0
4
6

合
計

1
6
4
,4
4
9

-
4
0
,0
1
7

-
2
0
4
,4
6
6

相
手
先
名
ま
た
は

種
別

長
期
貸
付
金

短
期
貸
付
金

(参
考
)

貸
付
金
計
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⑥
長
期
延

滞
債
権
の
明
細

(単
位
：
千
円
)

⑦
未
収
金
の
明
細

(単
位
：
千
円
)

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

【
貸
付
金
】

【
貸
付
金
】

奨
学
資
金

貸
付
金

3
,8
1
2

-
奨
学
資
金
貸
付
金

9
0
4

-

母
子
父
子

寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金

7
,5
0
5

-
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金

5
2
7

-

小
計

1
1
,3
1
7

-
小
計

1
,4
3
1

-

【
未
収
金
】

【
未
収
金
】

税
等
未
収

金
1
,0
1
4
,3
0
4

8
7
,8
1
1

税
等
未
収
金

4
1
9
,9
2
2

3
6
,1
5
9

そ
の
他
の

未
収
金

-
-

そ
の
他
の
未
収
金

-
-

分
担
金
及

び
負
担
金

1
1
,6
7
9

2
,0
3
2

分
担
金
及
び
負
担
金

1
,4
5
1

2
5
2

使
用
料
及

び
手
数
料

5
1
,2
1
6

3
,5
3
4

使
用
料
及
び
手
数
料

9
,5
6
5

6
6
0

財
産
収
入

4
0

-
財
産
収
入

-
-

諸
収
入
（
貸
付
金
除
く
）

1
4
0
,1
7
2

9
,1
1
1

諸
収
入
（
貸
付
金
除
く
）

5
5
,5
3
1

3
,6
1
0

小
計

1
,2
1
7
,4
1
1

1
0
2
,4
8
8

小
計

4
8
6
,4
6
9

4
0
,6
8
1

合
計

1
,2
2
8
,7
2
8

1
0
2
,4
8
8

合
計

4
8
7
,9
0
0

4
0
,6
8
1
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⑵
負
債

項
目
の

明
細

①
地
方

債
（
借

入
先

別
）
の
明

細
(単

位
：
千

円
)

う
ち
1
年

内
償
還

予
定

う
ち
共

同
発
行

債
う
ち
住

民
公

募
債

【
通

常
分
】

一
般

公
共

事
業

1
1
,9
8
0
,0
2
2

1
,0
3
0
,1
9
3

9
,4
4
5
,1
0
9

1
,5
8
8
,3
6
7

8
,0
0
0

7
0
8
,5
0
0

-
-

-
2
3
0
,0
4
6

公
営

住
宅

建
設

4
,5
0
5
,4
5
6

1
5
5
,4
6
7

3
,8
2
2
,0
2
6

5
5
9
,4
7
0

-
-

-
-

-
1
2
3
,9
6
0

災
害

復
旧

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

教
育

・
福

祉
施

設
1
3
,3
6
8
,2
4
3

1
,9
4
6
,1
1
7

8
,9
4
4
,8
2
9

4
7
,0
0
0

9
4
1
,0
0
0

2
,6
0
2
,4
6
9

-
-

-
8
3
2
,9
4
5

一
般

単
独

事
業

1
3
,3
1
1
,5
5
3

1
,6
2
4
,7
2
7

4
8
,9
2
7

2
,7
9
4
,5
3
0

1
,6
2
3
,0
0
0

5
,4
5
3
,1
3
3

-
-

-
3
,3
9
1
,9
6
3

そ
の
他

3
,4
1
7
,1
8
1

4
9
4
,8
1
1

2
,3
4
2
,3
4
1

1
8
2
,0
0
0

4
2
,0
0
0

3
9
8
,0
0
0

-
-

-
4
5
2
,8
4
0

【
特

別
分
】

臨
時

財
政

対
策
債

1
2
,1
2
3
,0
2
9

1
,6
5
7
,7
1
6

1
1
,0
0
8
,5
1
2

-
1
1
,5
1
3

1
7
4
,9
9
6

-
-

-
9
2
8
,0
0
8

減
税

補
て
ん
債

6
7
0
,1
7
1

2
3
6
,2
7
4

9
7
,2
4
7

-
-

-
-

-
-

5
7
2
,9
2
4

退
職

手
当

債
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

そ
の
他

3
6
0
,0
0
0

9
0
,0
0
0

3
6
0
,0
0
0

-
-

-
-

-
-

-

合
計

5
9
,7
3
5
,6
5
5

7
,2
3
5
,3
0
5

3
6
,0
6
8
,9
9
1

5
,1
7
1
,3
6
7

2
,6
2
5
,5
1
3

9
,3
3
7
,0
9
8

-
-

-
6
,5
3
2
,6
8
6

市
場
公

募
債

そ
の

他
種
類

地
方

債
等

残
高

政
府

資
金

地
方
公

共
団
体

金
融

機
構

市
中
銀

行
そ
の

他
の

金
融

機
関
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②
地
方
債

等
（
利
率
別
）
の
明

細
(単

位
：
千
円
)

地
方
債
等
残
高

1
.5
%
以
下

1
.5
%
超

2
.0
%
以
下

2
.0
%
超

2
.5
%
以
下

2
.5
%
超

3
.0
%
以
下

3
.0
%
超

3
.5
%
以
下

3
.5
%
超

4
.0
%
以
下

4
.0
%
超

(参
考
)

加
重
平
均

利
率

5
9
,7
3
5
,6
5
5

5
6
,0
9
4
,3
8
3

3
,0
1
3
,5
1
1

4
6
7
,2
2
0

1
5
5
,5
8
3

0
0

4
,9
5
8

0
.2
0
%

③
地
方
債

等
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細

(単
位
：
千
円
)

地
方
債
等
残
高

1
年
以
内

1
年
超

2
年
以
内

2
年
超

3
年
以
内

3
年
超

4
年
以
内

4
年
超

5
年
以
内

5
年
超

1
0
年
以
内

1
0
年
超

5
9
,7
3
5
,6
5
5

7
,2
3
5
,3
0
5

6
,8
8
9
,2
7
3

6
,6
4
4
,4
6
6

6
,1
4
7
,2
8
5

5
,4
1
0
,1
1
9

1
9
,9
7
3
,7
1
7

7
,4
3
5
,4
9
0

④
特
定
の

契
約
条
項
が
付
さ
れ

た
地
方
債
の
概
要

(単
位
：
千
円
)

特
定
の
契
約
条
項
が

付
さ
れ
た
地
方
債
等
残
高

な
し

契
約
条

項
の
概
要
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⑤
引
当
金

の
明
細

(単
位
：
千
円
)

目
的
使
用

そ
の
他

投
資
損
失

引
当
金

-
3
,1
5
1

-
-

3
,1
5
1

徴
収
不
能

引
当
金

1
4
8
,6
5
2

1
4
3
,1
6
9

1
4
8
,6
4
3

9
1
4
3
,1
6
9

退
職
手
当

引
当
金

1
3
,9
8
3
,7
0
3

1
,1
2
4
,3
3
1

1
,1
0
7
,3
2
8

-
1
4
,0
0
0
,7
0
6

損
失
補
償

等
引
当
金

1
,9
9
2

3
1
9

1
,9
9
2

-
3
1
9

賞
与
等
引

当
金

1
,3
7
3
,0
5
5

1
,2
2
5
,2
2
2

1
,3
7
3
,0
5
5

-
1
,2
2
5
,2
2
2

合
計

1
5
,5
0
7
,4
0
2

2
,4
9
6
,1
9
2

2
,6
3
1
,0
1
8

9
1
5
,3
7
2
,5
6
7

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
末
残
高

本
年
度
減
少
額
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２
．
行
政

コ
ス
ト
計
算

書
の
内

容
に
関

す
る
明
細

⑴
補

助
金
等

の
明
細

(単
位
：
千
円
)

区
分

名
称

相
手

先
金
額

支
出
目
的

老
人
福
祉

施
設
整

備
事
業

費
補
助

金
民

間
事
業

者
2
5
9
,8
4
0
老
人
福

祉
施

設
等
の
整

備
に
対

す
る
支
援

私
立
保
育

所
創
設

等
事
業

費
補
助

金
民

間
事
業

者
2
5
6
,4
9
1
保
育
所

施
設

の
整
備
等

に
対
す
る
支

援

岡
崎
公
園

前
駅
バ

リ
ア
フ
リ
ー
化
整
備

事
業
費

補
助
金

鉄
道
事
業

者
1
5
2
,8
8
6
鉄
道
駅

の
バ

リ
ア
フ
リ
ー
化

に
対
す
る
支
援

土
地
区
画

整
理
組

合
事
業

費
補
助

金
土

地
区
画

整
理
組

合
7
7
,8
5
0
土
地
区

画
整

理
事
業
に
対

す
る
支

援

交
通
施
設

等
調
査

設
計
費

負
担
金

鉄
道
事
業

者
4
3
,6
5
6
橋
上
駅

舎
等

の
整
備
に
向

け
た
調
査

設
計
に
対

す
る
負

担
金

幼
保
連
携

型
認
定

こ
ど
も
園
園

舎
建
替
等

事
業
費

補
助
金

民
間
事
業

者
4
2
,9
1
8
幼
保
連

携
型

認
定
こ
ど
も
園

施
設
の

整
備
に
対

す
る
支
援

そ
の

他
4
2
6
,9
4
9

計
1
,2
6
0
,5
9
0

子
育
て
世

帯
へ
の

臨
時
特

別
給
付

金
市

民
5
,9
9
5
,0
0
0
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

経
済
対

策
に
お
け
る
子

育
て
世

帯
の
生

活
支
援

私
立
保
育

園
等
施

設
型
給

付
費

私
立
保
育

園
運
営

費
補
助

金
私

立
保
育

園
2
,8
7
9
,9
8
5
私
立
保

育
園

の
運
営
費

等
に
対

す
る
支
援

後
期
高
齢

者
医
療

療
養
給

付
費
負

担
金

後
期
高
齢

者
広
域

連
合

2
,7
8
5
,7
6
4
後
期
高

齢
者

の
医
療
に
係

る
負
担
金

子
育
て
支

援
施
設

等
利
用

給
付
費

市
民

1
,4
9
1
,2
1
3
私
立
幼

稚
園

の
保
育
料

等
に
対

す
る
支
援

学
校
給
食

運
営
費

補
助
金

学
校
給
食

協
会

6
5
9
,6
5
6
学
校
給

食
協

会
の
運
営

費
等
に
対

す
る
支
援

バ
ス
運
行

対
策
費

補
助
金

バ
ス
事
業

者
4
0
6
,3
1
1
民
間
バ

ス
路
線

の
運

行
に
対
す
る
支

援

妊
産
婦
・
乳

児
健
康

診
査
負
担

金
市

民
3
5
3
,2
4
4
妊
産
婦

や
乳

児
に
対
す
る
健

康
診

査
に
対
す
る
負
担
金

そ
の

他
1
0
,0
2
6
,9
2
4

計
2
4
,5
9
8
,0
9
7

合
計

2
5
,8
5
8
,6
8
7

他
団

体
へ
の

公
共
施

設
等
整

備
補
助

金
等

(所
有

外
資
産

分
)

そ
の
他

の
補
助

金
等
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３
．
純
資
産
変
動
計
算
書
の
内

容
に
関
す
る
明
細

⑴
財
源
の

明
細

(単
位
：
千
円
)

会
計

区
分

金
額

6
8
,4
9
2
,6
4
3

9
8
0
,0
3
5

5
4
7
,8
8
6

9
,0
0
9
,5
3
5 -

1
,2
0
2
,2
0
9

1
,4
2
2
,3
5
2

9
6
9
,4
1
7

2
,6
4
3
,3
5
5

8
5
,2
6
7
,4
3
2

国
庫
支
出
金

2
,8
4
5
,9
8
7

県
支
出
金

1
4
3
,3
9
5

計
2
,9
8
9
,3
8
2

国
庫
支
出
金

3
0
,3
9
2
,4
4
1

県
支
出
金

8
,8
0
0
,8
0
4

計
3
9
,1
9
3
,2
4
5

4
2
,1
8
2
,6
2
7

1
2
7
,4
5
0
,0
6
0

一
般
会
計
等

税
収
等

市
税

地
方
譲
与
税

そ
の
他

小
計

国
県
等

補
助
金

資
本
的

補
助
金

経
常
的

補
助
金

小
計

合
計

配
当
割
交
付
金

分
担
金
及
び
負
担
金

地
方
消
費
税
交
付
金

自
動
車
取
得
税
交
付
金

地
方
特
例
交
付
金

地
方
交
付
税

財
源
の
内
容
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⑵
財
源
情
報
の
明

細
（
単
位
：
千
円
）

純
行

政
コ
ス
ト

1
2
2
,5
8
7
,2
9
9

3
9
,1
9
3
,2
4
5

0
5
9
,3
6
4
,8
8
5

2
4
,0
2
9
,1
6
9

有
形

固
定

資
産

等
の

増
加

1
2
,0
7
8
,8
7
4

2
,9
8
9
,3
8
2

3
,7
7
6
,8
0
0

4
,3
4
9
,5
6
4

9
6
3
,1
2
8

貸
付

金
・
基

金
等

の
増

加
1
2
,5
3
7
,8
4
2

-
2
4
4
,0
0
0

1
2
,2
6
2
,0
3
3

3
1
,8
0
9

そ
の

他
-

-
-

-
-

合
計

1
4
7
,2
0
4
,0
1
5

4
2
,1
8
2
,6
2
7

4
,0
2
0
,8
0
0

7
5
,9
7
6
,4
8
2

2
5
,0
2
4
,1
0
6

区
分

金
額

内
訳

国
県

等
補

助
金

地
方

債
等

税
収

等
そ
の

他
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４
．
資
金
収
支
計
算
書
の
内
容

に
関
す
る
明
細

⑴
資
金
の

明
細

(単
位
：
千
円
)

種
類

本
年
度
末
残
高

要
求
払
預
金

8
,6
6
0
,4
9
7

合
計

8
,6
6
0
,4
9
7
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 788,199,074 固定負債 238,535,484

有形固定資産 758,489,624 地方債等 142,083,042

事業用資産 283,274,588 長期未払金 3,352,758

土地 148,126,667 退職手当引当金 19,208,912

立木竹 976,142 損失補償等引当金 319

建物 244,411,797 その他 73,890,453

建物減価償却累計額 -132,590,964 流動負債 26,893,561

工作物 51,606,121 １年内償還予定地方債等 15,041,626

工作物減価償却累計額 -32,097,050 未払金 7,002,939

船舶 - 未払費用 -

船舶減価償却累計額 - 前受金 30,000

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 2,049,236

航空機 - 預り金 2,047,028

航空機減価償却累計額 - その他 722,732

その他 - 負債合計 265,429,045

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 2,841,874 固定資産等形成分 802,284,471

インフラ資産 468,301,428 余剰分（不足分） -215,968,424

土地 125,523,717 他団体出資等分 -

建物 23,339,249

建物減価償却累計額 -9,854,423

工作物 635,823,828

工作物減価償却累計額 -328,557,692

その他 22,489,928

その他減価償却累計額 -11,178,042

建設仮勘定 10,714,864

物品 25,716,307

物品減価償却累計額 -18,802,698

無形固定資産 6,616,302

ソフトウェア 660,487

その他 5,955,815

投資その他の資産 23,093,148

投資及び出資金 1,709,994

有価証券 1,524,671

出資金 185,323

その他 -

投資損失引当金 -3,151

長期延滞債権 2,420,223

長期貸付金 225,186

基金 17,127,059

減債基金 -

その他 17,127,059

その他 1,989,227

徴収不能引当金 -375,390

流動資産 63,546,018

現金預金 42,492,548

未収金 2,982,565

短期貸付金 40,914

基金 14,044,483

財政調整基金 14,044,483

減債基金 -

棚卸資産 3,056,451

その他 1,108,970

徴収不能引当金 -179,913

繰延資産 - 純資産合計 586,316,048

資産合計 851,745,092 負債及び純資産合計 851,745,092

岡崎市全体貸借対照表
（令和4年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

純行政コスト 177,118,877

臨時利益 2,890,768

資産売却益 294,142

その他 2,596,625

資産除売却損 742,598

損失補償等引当金繰入額 319

その他 387,334

純経常行政コスト 178,817,467

臨時損失 1,192,177

災害復旧事業費 58,775

経常収益 37,950,183

使用料及び手数料 32,606,798

その他 5,343,385

社会保障給付 70,619,182

他会計への繰出金 652,255

その他 186,332

その他 2,300,543

移転費用 107,869,113

補助金等 36,411,345

その他の業務費用 4,375,773

支払利息 1,589,372

徴収不能引当金繰入額 485,858

維持補修費 1,811,444

減価償却費 25,023,893

その他 26,800

その他 3,250,028

物件費等 67,755,822

物件費 40,893,685

職員給与費 29,788,635

賞与等引当金繰入額 2,021,949

退職手当引当金繰入額 1,706,330

経常費用 216,767,650

業務費用 108,898,537

人件費 36,766,942

岡崎市全体行政コスト計算書
自 令和3年4月1日
至 令和4年3月31日

科目名 金額
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【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 568,143,581 795,644,978 -227,501,396 -

純行政コスト（△） -177,118,877 -177,118,877 -

財源 186,862,581 186,862,581 -

税収等 110,236,978 110,236,978 -

国県等補助金 76,625,603 76,625,603 -

本年度差額 9,743,704 9,743,704 -

固定資産等の変動（内部変動） -1,789,269 1,789,269

有形固定資産等の増加 20,249,457 -20,249,457

有形固定資産等の減少 -25,822,709 25,822,709

貸付金・基金等の増加 13,079,807 -13,079,807

貸付金・基金等の減少 -9,295,823 9,295,823

資産評価差額 - -

無償所管換等 8,428,762 8,428,762

他団体出資等分の増加 - -

他団体出資等分の減少 - -

比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

その他 - - -

本年度純資産変動額 18,172,466 6,639,493 11,532,973 -

本年度末純資産残高 586,316,048 802,284,471 -215,968,424 -

岡崎市全体純資産変動計算書
自 令和3年4月1日
至 令和4年3月31日
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【様式第4号】

（単位：千円）

本年度末資金残高 40,445,520

前年度末歳計外現金残高 2,181,671

本年度歳計外現金増減額 -134,644

本年度末歳計外現金残高 2,047,028

本年度末現金預金残高 42,492,548

その他の収入 667,491

財務活動収支 -4,484,144

本年度資金収支額 5,643,105

前年度末資金残高 34,802,416

比例連結割合変更に伴う差額 -

財務活動支出 13,951,934

地方債等償還支出 13,385,544

その他の支出 566,391

財務活動収入 9,467,791

地方債等発行収入 8,800,300

貸付金元金回収収入 963,377

資産売却収入 387,446

その他の収入 708,012

投資活動収支 -18,736,984

【財務活動収支】

貸付金支出 934,735

その他の支出 96

投資活動収入 14,551,758

国県等補助金収入 5,292,229

基金取崩収入 7,200,694

【投資活動収支】

投資活動支出 33,288,742

公共施設等整備費支出 20,650,288

基金積立金支出 11,489,624

投資及び出資金支出 214,000

臨時支出 489,962

災害復旧事業費支出 58,775

その他の支出 431,187

臨時収入 2,594,741

業務活動収支 28,864,232

業務収入 220,076,349

税収等収入 109,360,486

国県等補助金収入 73,464,516

使用料及び手数料収入 31,887,147

その他の収入 5,364,199

移転費用支出 107,896,904

補助金等支出 36,439,075

社会保障給付支出 70,619,182

他会計への繰出支出 652,255

その他の支出 186,393

業務費用支出 85,419,992

人件費支出 36,448,444

物件費等支出 44,337,743

支払利息支出 1,589,384

その他の支出 3,044,421

岡崎市全体資金収支計算書
自 令和3年4月1日
至 令和4年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

業務支出 193,316,896
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１ 重要な会計方針

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法
① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
ア 昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
イ 昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・再調達原価
ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。

なお、公営企業会計については、原則として取得原価としています。
② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・再調達原価
なお、公営企業会計については、原則として取得原価としています。

ただし、適切な対価を支払わずに取得したもの（受贈等）については、原則として再調達原価としています。

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・・・・・償却原価法（定額法）
② 満期保有目的以外の有価証券・・・・・・・・・・・取得原価
③ 出資金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
① 貯蔵品（病院事業会計）・・・・・・・・・・・・・先入先出法による原価法
② 貯蔵品（水道事業会計）・・・・・・・・・・・・・移動平均法による原価法

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・定額法

主な耐用年数は次のとおりです。
建物 8年～50年
工作物 5年～60年
物品 2年～15年

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・定額法
主な耐用年数は次のとおりです。

ソフトウェア 5年
その他（施設利用権） 50年

③ リース資産（リース期間が１年以内のリース取引、物品及びソフトウェアの計上基準を満たさないもののみで構
成されるリース取引、リース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のリース取引並びに公営企業会計におけ
る所有権移転外ファイナンス・リース取引を除きます。）
ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(5) 引当金の計上基準及び算定方法
① 投資損失引当金

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低下し
た場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。

② 徴収不能引当金
過去の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

③ 退職手当引当金
期末自己都合要支給額を計上しています。

④ 損失補償等引当金
履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将

来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。
⑤ 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ
本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(6) リース取引の処理方法
① ファイナンス・リース取引

ア ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引、物品及びソフトウェアの計上基準を満たさ
ないもののみで構成されるリース取引、リース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のリース取引並び
に公営企業会計における所有権移転外ファイナンス・リース取引を除きます。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
イ ア以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
② オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

岡崎市全体財務書類に係る注記
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(7) 全体資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（岡崎市公金保管・運用基準において歳計現金等の保管方法と

して規定した預金等をいいます。）なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金
の受払いを含んでいます。

(8) 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
ただし、公営企業会計については、税抜方式によっています。

２ 重要な会計方針の変更等
該当事項はありません。

３ 重要な後発事象
該当事項はありません。

４ 偶発債務

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況

損失補償等引当金 貸借対照表
計上額 未計上額

一般会計 岡崎市土地開発公社 0千円 1,641,220千円 1,641,220千円
一般会計 愛知県信用保証協会 319千円 58,690千円 59,009千円

319千円 1,699,910千円 1,700,229千円

５ 追加情報

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項
① 対象範囲

区分 連結の方法 比例連結割合
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －

地方公営企業会計 全部連結 －
地方公営企業会計 全部連結 －
地方公営企業会計 全部連結 －

連結の方法は次のとおりです。
特別会計は全て全部連結の対象としています。
地方公営企業会計は全て全部連結の対象としています。

② 出納整理期間
地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の

受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。
なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理期間内に現金の受

払いがあった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。
③ 表示単位未満の処理

原則として千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額等が一致しない場合があります。

阿知和地区工業団地造成事業特別会計

水道事業会計
下水道事業会計

農業集落排水事業特別会計
国民健康保険事業特別会計
後期高齢者医療特別会計
介護保険特別会計
病院事業会計

団体（会計）名
継続契約集合支払特別会計
額田北部診療所特別会計
こども発達医療センター特別会計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計
岡崎駅東土地区画整理事業清算金特別会計

計

団体名

履行すべき額が確定していない

総 額
損失補償債務等

会計名
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 792,882,613 固定負債 239,194,393

有形固定資産 761,052,579 地方債等 142,088,856

事業用資産 284,711,715 長期未払金 3,352,758

土地 148,719,350 退職手当引当金 19,813,625

立木竹 1,218,374 損失補償等引当金 319

建物 245,353,904 その他 73,938,834

建物減価償却累計額 -132,962,873 流動負債 29,657,124

工作物 51,614,224 １年内償還予定地方債等 16,842,846

工作物減価償却累計額 -32,099,341 未払金 7,841,862

船舶 - 未払費用 2,370

船舶減価償却累計額 - 前受金 30,287

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 2,157,264

航空機 - 預り金 2,054,860

航空機減価償却累計額 - その他 727,636

その他 - 負債合計 268,851,517

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 2,868,076 固定資産等形成分 806,968,010

インフラ資産 469,381,523 余剰分（不足分） -214,267,038

土地 126,603,812 他団体出資等分 86,205

建物 23,339,249

建物減価償却累計額 -9,854,423

工作物 635,823,828

工作物減価償却累計額 -328,557,692

その他 22,489,928

その他減価償却累計額 -11,178,042

建設仮勘定 10,714,864

物品 25,847,149

物品減価償却累計額 -18,887,808

無形固定資産 6,639,247

ソフトウェア 683,014

その他 5,956,233

投資その他の資産 25,190,787

投資及び出資金 1,611,740

有価証券 1,520,692

出資金 91,048

その他 -

投資損失引当金 -3,151

長期延滞債権 2,461,304

長期貸付金 226,498

基金 19,275,752

減債基金 -

その他 19,275,752

その他 1,994,034

徴収不能引当金 -375,390

流動資産 68,756,081

現金預金 46,912,684

未収金 3,264,146

短期貸付金 40,914

基金 14,044,483

財政調整基金 14,044,483

減債基金 -

棚卸資産 3,057,632

その他 1,616,276

徴収不能引当金 -180,054

繰延資産 - 純資産合計 592,787,177

資産合計 861,638,694 負債及び純資産合計 861,638,694

岡崎市連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

純行政コスト 210,897,464

臨時利益 2,892,344

資産売却益 295,719

その他 2,596,625

資産除売却損 742,599

損失補償等引当金繰入額 319

その他 387,334

純経常行政コスト 212,597,630

臨時損失 1,192,177

災害復旧事業費 58,775

経常収益 42,458,515

使用料及び手数料 32,596,525

その他 9,861,990

社会保障給付 110,580,207

他会計への繰出金 652,255

その他 477,195

その他 3,724,584

移転費用 139,451,491

補助金等 27,741,835

その他の業務費用 5,800,777

支払利息 1,590,333

徴収不能引当金繰入額 485,860

維持補修費 1,867,379

減価償却費 25,086,909

その他 1,380,815

その他 3,927,417

物件費等 70,617,301

物件費 42,282,198

職員給与費 31,299,871

賞与等引当金繰入額 2,129,977

退職手当引当金繰入額 1,829,310

経常費用 255,056,145

業務費用 115,604,654

人件費 39,186,575

岡崎市連結行政コスト計算書
自 令和3年4月1日
至 令和4年3月31日

科目名 金額
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【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 574,205,399 799,438,513 -225,352,035 118,921

純行政コスト（△） -210,897,464 -210,897,464 -

財源 220,949,952 220,949,952 -

税収等 115,231,864 115,231,864 -

国県等補助金 105,718,088 105,718,088 -

本年度差額 10,052,488 10,052,488 -

固定資産等の変動（内部変動） -905,926 905,926

有形固定資産等の増加 20,916,270 -20,916,270

有形固定資産等の減少 -25,885,480 25,885,480

貸付金・基金等の増加 13,423,476 -13,423,476

貸付金・基金等の減少 -9,360,193 9,360,193

資産評価差額 3,740 3,740

無償所管換等 8,430,246 8,430,246

他団体出資等分の増加 -2,331 2,331

他団体出資等分の減少 35,047 -35,047

比例連結割合変更に伴う差額 65,303 1,436 63,867 -

その他 30,000 - 30,000

本年度純資産変動額 18,581,777 7,529,497 11,084,997 -32,716

本年度末純資産残高 592,787,177 806,968,010 -214,267,038 86,205

岡崎市連結純資産変動計算書
自 令和3年4月1日
至 令和4年3月31日
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【様式第4号】

（単位：千円）

本年度末資金残高 44,865,656

前年度末歳計外現金残高 2,181,671

本年度歳計外現金増減額 -134,644

本年度末歳計外現金残高 2,047,028

本年度末現金預金残高 46,912,684

その他の収入

財務活動収支

本年度資金収支額 5,853,752

前年度末資金残高 38,948,046

比例連結割合変更に伴う差額 63,859

財務活動支出

地方債等償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債等発行収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

業務活動収支

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

岡崎市連結資金収支計算書
自 令和3年4月1日
至 令和4年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

業務支出
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１ 重要な会計方針

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法
① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
ア 昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
イ 昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・再調達原価
ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。

なお、連結対象団体（会計）については、原則として取得原価としています。
② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・再調達原価
なお、連結対象団体（会計）については、原則として取得原価としています。

ただし、適切な対価を支払わずに取得したもの（受贈等）については、原則として再調達原価としています。

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・・・・・償却原価法（定額法）
② 満期保有目的以外の有価証券・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、一部の連結対象団体については、市場価格等に基づく時価法に基づく時価法としています。
③ 出資金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
① 貯蔵品（病院事業会計）・・・・・・・・・・・・・先入先出法による原価法
② 貯蔵品（水道事業会計）・・・・・・・・・・・・・移動平均法による原価法

ただし、一部の連結対象団体については、個別法による原価法又は最終仕入原価法による原価法としています。

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・定額法

主な耐用年数は次のとおりです。
建物 8年～50年
工作物 5年～60年
物品 2年～15年

ただし、一部の連結対象団体については、定率法によっています。
② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・定額法

主な耐用年数は次のとおりです。
ソフトウェア 5年
その他（施設利用権） 50年

③ リース資産（リース期間が１年以内のリース取引、物品及びソフトウェアの計上基準を満たさないもののみで構
成されるリース取引、リース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のリース取引並びに一部の連結対象団体
（会計）における所有権移転外ファイナンス・リース取引を除きます。）
ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(5) 引当金の計上基準及び算定方法
① 投資損失引当金

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低下し
た場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。

② 徴収不能引当金
過去の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
ただし、一部の連結対象団体については、法人税法に規定する法定繰入率に基づく繰入限度額によっています。

③ 退職手当引当金
期末自己都合要支給額を計上しています。

④ 損失補償等引当金
履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将

来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。
⑤ 賞与等引当金

翌年度に支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本
会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(6) リース取引の処理方法
① ファイナンス・リース取引

ア ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引、物品及びソフトウェアの計上基準を満たさ
ないもののみで構成されるリース取引、リース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のリース取引並びに
一部の連結対象団体（会計）における所有権移転外ファイナンス・リース取引を除きます。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
イ ア以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

岡崎市連結財務書類に係る注記
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② オペレーティング・リース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7) 連結資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が僅少なもので、流動

性の高い投資をいます。ただし、岡崎市の会計においては、岡崎市公金保管・運用基準において歳計現金等の保管方
法として規定した預金等としています。）

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(8) 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

(9) 連結対象団体の決算日が一般会計等と異なる場合の処理
決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については当該連結対象団体の決算を基礎として連結

手続を行っていますが、決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っています。

２ 重要な会計方針の変更等
該当事項はありません。

３ 重要な後発事象
該当事項はありません。

４ 偶発債務

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況

損失補償等引当金 貸借対照表
計上額 未計上額

一般会計 愛知県信用保証協会 319千円 58,690千円 59,009千円
319千円 58,690千円 59,009千円

５ 追加情報

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項
① 対象範囲

区分 連結の方法 比例連結割合
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －

地方公営企業会計 全部連結 －
地方公営企業会計 全部連結 －
地方公営企業会計 全部連結 －

一部事務組合・広域連合 比例連結 79.06％
一部事務組合・広域連合 比例連結 一般会計 4.52％

特別会計 4.61％
地方三公社 全部連結 －

第三セクター等 全部連結 －
第三セクター等 全部連結 －
第三セクター等 全部連結 －
第三セクター等 全部連結 －
第三セクター等 全部連結 －
第三セクター等 全部連結 －
第三セクター等 全部連結 －
第三セクター等 全部連結 －

連結の方法は次のとおりです。
特別会計は全て全部連結の対象としています。
地方公営企業会計は全て全部連結の対象としています。

阿知和地区工業団地造成事業特別会計

団体（会計）名
継続契約集合支払特別会計
額田北部診療所特別会計
こども発達医療センター特別会計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計
岡崎駅東土地区画整理事業清算金特別会計

計

会計名等 団体名
履行すべき額が確定していない

総 額

農業集落排水事業特別会計
国民健康保険事業特別会計
後期高齢者医療特別会計
介護保険特別会計

公益財団法人岡崎市スポーツ協会

水道事業会計
下水道事業会計

愛知県後期高齢者医療広域連合
岡崎市額田郡模範造林組合

岡崎市土地開発公社

株式会社岡崎さくら電力

病院事業会計

公益財団法人岡崎市学校給食協会

社会福祉法人岡崎市福祉事業団
社会福祉法人岡崎市社会福祉協議会
公益財団法人岡崎幸田勤労者共済会

株式会社岡崎情報開発センター

株式会社もりまち
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一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。
岡崎市額田郡模範造林組合 比例連結割合・・・79.06％
愛知県後期高齢者医療広域連合 比例連結割合・・・一般会計4.52％ 特別会計4.61％

第三セクター等は、出資割合等が50％を超える団体（出資割合等が50％以下であっても業務運営に実質的に主導
的な立場を確保している団体を含みます。）を全部連結の対象としています。

② 出納整理期間
地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の

受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。
なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理期間内に現金の受

払いがあった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。
③ 表示単位未満の処理

原則として千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額等が一致しない場合があります。
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